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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期連結累計期間の連結経営成績につきましては、経常収益は、株式等売却益の減

少を主因に、前年同期比15億36百万円減少し112億20百万円となりました。また、経常費用は

国債等債券売却損の減少を主因に、前年同期比２億85百万円減少し87億75百万円となりまし

た。 

この結果、経常利益は前年同期比12億50百万円減少し24億45百万円となり、親会社株主に帰

属する四半期純利益は前年同期比11億15百万円減少し15億84百万円となりました。 

 

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間末の連結財政状態につきましては、総資産は前連結会計年度末比

1,227億円増加し２兆5,869億円、純資産は前連結会計年度末比３億円増加し1,382億円となりま

した。 

主要勘定につきましては、貸出金は、地方公共団体向け貸出金及び消費者ローンが増加した

ことから、前連結会計年度末比218億円増加し１兆5,958億円となりました。譲渡性預金を含め

た預金等は、個人預金及び法人預金ともに増加したことから、前連結会計年度末比867億円増加

し２兆2,383億円となりました。また、有価証券は、前連結会計年度末比60億円増加し6,643億

円となりました。 

 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

平成29年３月期の第２四半期連結累計期間及び通期の業績予想につきましては、平成28年５

月13日公表の予想数値から変更ありません。 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

税金費用の処理 

連結子会社の税金費用は、当第１四半期会計期間を含む年度の税引前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じ

ることにより算定しております。 

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変

更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当第1四半期連結会

計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方

法を定率法から定額法に変更しております。  

なお、この変更による当第 1四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。  

 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

  （有形固定資産の減価償却方法の変更） 

   当行の有形固定資産は、従来、定率法(ただし、平成 10年４月１日以降に取得した建物(建物

附属設備を除く。)及びリース資産は定額法)を採用しておりましたが、当第 1四半期連結会計

期間より定額法に変更しております。 

 当行は、前期よりスタートした「中期経営計画－Create Chance Create Future」において、

営業強化や顧客利便性の向上を目的とした営業チャネルの進化に取り組むこととしておりま

す。具体的には、本店・事務センターの建替え・店舗網見直しによる店舗新築やＡＴＭ等の更

改等を予定しており、中期経営計画２年目となる当期から本格的に実施されていきます。そこ

（株）福井銀行（8362）平成29年3月期　第1四半期決算短信

2



 

 

でこれらの投資案件について、投資形態の在り方も含め総合的に検討を行った結果、当行の営

業用店舗等及び事務機器等は長期安定的に使用され、その使用価値は存続期間を通じて概ね一

定であるため、使用実態に合わせて減価償却方法を定額法へ変更することが、経営の実態をよ

り適切に反映するものと考え、今回の変更判断に至りました。 

 この変更により、従来の方法によった場合に比べて、当第１四半期連結累計期間の経常利益

及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ 28百万円増加しております。 
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（３）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 
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４．補足情報 

（１）平成２９年３月期第１四半期 損益の状況（単体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              （単位：百万円） 

 

平成２８年３月期 

第１四半期 

（３か月間） 

(Ａ) 

平成２９年３月期 

第１四半期 

（３か月間） 

(Ｂ) 

前年同期比 

(Ｂ)－(Ａ) 
 

平成２９年３月期 

第２四半期 

累計期間業績予想 

（６か月間） 

経 常 収 益 10,832 9,237 △  1,594  17,600 

業 務 粗 利 益 6,528 6,887 358   

 資 金 利 益 6,048 5,797 △  250   

 役 務 取 引 等 利 益 770 657 △    112   

 そ の 他 業 務 利 益 △   289 431 721   

 （ う ち 債 券 関 係 損 益 ） △   397 298 696   

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ） 5,307 5,280 △     27   

 人 件 費 2,749 2,744 △      4   

 物 件 費 2,182 2,098 △     83   

 税 金 375 436 61   

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 1,220 1,606 385   

 コ ア 業 務 純 益（注２） 1,618 1,307 △    310   

① 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 271 － △    271   

業 務 純 益 949 1,606 656   

臨 時 損 益 2,407 530 △  1,877   

 う ち 株 式 関 係 損 益 1,157 △    228 △  1,385   

 ② う ち 不 良 債 権 処 理 額 △    24 127 152   

 （貸倒償却引当費用①＋②） 246 127 △    118   

 ③ うち 貸倒 引当 金戻 入益 － 348 348   

 ④ う ち 償 却 債 権 取 立 益 220 104 △    115   

 ⑤うち偶発損失引当金戻入益 － 16 16   

経 常 利 益 3,357 2,136 △  1,220  3,500 

特 別 損 益 △    13 △      3 9   

 う ち 減 損 損 失 12 0 △     11   

税 引 前 四 半 期 純 利 益 3,344 2,132 △  1,211  
 

法 人 税 等 796 653 △    142  

四 半 期 （ 中 間 ） 純 利 益 2,547 1,479 △  1,068  2,700 
 

与信関係費用①＋②－③－④－⑤ 25 △    342 △    368 

 （注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

    ２．コア業務純益 ＝ 業務純益（一般貸倒引当金繰入前）－ 債券関係損益 

    

○当第１四半期のコア業務純益は、貸出金利息の減少を主因に、前年同期比３億 10 百万円減少し、

13 億７百万円となりました。 

○経常利益は、株式関係損益の減少により、前年同期比 12 億 20百万円減少し、21億 36百万円とな

りました。 

○上記の結果、四半期純利益は 14億 79百万円となり、経常利益とともに、５月 13 日に公表した平

成 29 年３月期第２四半期累計期間（中間期）の業績予想に対して順調に推移しており、現時点に

おいて業績予想の変更はありません。 
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（２）金融再生法ベースのカテゴリーによる開示（単体） 

 

 

 

 

                (単位：億円) 

 平成28年3月末 

（Ａ） 

平成28年6月末 

（Ｂ） 

増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 90 86 △    4 

危険債権 284 280 △    4 

要管理債権 19 20 0 

合       計 394 386 △    8 

 

総与信に占める割合 2.45％  2.37％  △  0.08％  

 

（注）1．記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。 

   2．各四半期末（期末）の債務者区分（※）に基づく対象債権残高に対し、「金融機能の再生のための緊急

措置に関する法律施行規則」第４条に規定する各債権のカテゴリーにより分類しております。 

なお、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」のうち、無価値と認められる部分については直接償却相

当額として当該金額を減額（部分直接償却）しております。 

 

※債務者区分との関係：破産更生債権及びこれらに準ずる債権（実質破綻先、破綻先の債権） 

危険債権（破綻懸念先の債権） 

要管理債権（要注意先のうち、元本又は利息の支払が３カ月以上延滞しているか、

又は貸出条件を緩和している債権） 

 

 

（３）自己資本比率（国内基準） 

 

 

 

 

 

（４）時価のある有価証券の評価差額（単体） 

 

 

 

 

評価差額 （単体）                             (単位：億円) 

 
平成28年3月末 

（Ａ） 

平成28年6月末 

（Ｂ） 

増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

有 価 証 券 計 254 252 △     1 

 株 式 94 70 △    23 

 債 券 106 117 11 

 そ の 他 53 64 11 

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

○金融再生法ベースのカテゴリーによる開示債権は、平成 28年３月末比８億円減少し、386 億円とな

りました。また、総与信に占める割合は平成 28 年３月末比 0.08ポイント改善し、2.37％となりま

した。 

○平成 28 年６月末の自己資本比率（国内基準）については現在算出中であり、確定次第、別途開示す

る予定であります。 

○時価のある有価証券の評価差額は、平成 28年３月末比１億円減少して 252 億円の評価差額となりま

した。 

#.##％となりました。また、 
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（５）預金、貸出金等の状況（単体） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 （注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。 

  ① 預金等・貸出金の残高 （末残） (単位：億円) 

   
平成28年3月末 

（Ａ） 

平成28年6月末 

（Ｂ） 

増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

預  金 20,803 21,054 251 

譲 渡 性 預 金 793 1,409 615 

預 金 ＋ 譲 渡 性 預 金 21,596 22,463 867 

貸 出 金 15,861 16,079 218 

 

  ② 個人・法人別預金残高 （末残） (単位：億円) 

 
平成28年3月末 

（Ａ） 

平成28年6月末 

（Ｂ） 

増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

預 金 合 計 20,803 21,054 251 

 個 人 14,239 14,404 164 

 法 人 6,563 6,649 86 

 

  ③ 預り資産残高 （末残）  (単位：億円) 

 
平成28年3月末 

（Ａ） 

平成28年6月末 

（Ｂ） 

増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

公 共 債 ( 国 債 等 ) 366 356 △     10 

投 資 信 託 715 677 △     38 

個 人 年 金 保 険 （ 注 ） 1,392 1,420 28 

（注）個人年金保険は、販売累計額を計上しております。 

 

  ④ 消費者ローン残高 （末残） (単位：億円) 

 
平成28年3月末 

（Ａ） 

平成28年6月末 

（Ｂ） 

増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

消 費 者 ロ ー ン 残 高 4,802 4,827 24 

 住 宅 ロ ー ン 残 高 4,596 4,610 14 

 そ の 他 ロ ー ン 残 高 206 216 10 

 

  ⑤ 中小企業等貸出金残高（末残）・比率 (単位：億円) 

 
平成28年3月末 

（Ａ） 

平成28年6月末 

（Ｂ） 

増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

中 小 企 業 等 貸 出 金 残 高 9,085 8,980 △    105 

中 小 企 業 等 貸 出 金 比 率 57.28% 55.84% △   1.44% 

 

以 上 

○預金と譲渡性預金の合計額は、個人預金及び法人預金ともに順調に推移したことから、平成 28 年３月

末比 867 億円増加し、2兆 2,463 億円となりました。 

○貸出金は、地方公共団体向け貸出金及び消費者ローンが増加したことから、平成 28 年３月末比 218

億円増加し、1 兆 6,079億円となりました。 

○預り資産につきましては、公共債（国債等）は平成 28 年３月末比 10 億円減少して 356 億円となり、

また投資信託は平成 28年３月末比 38 億円減少して 677 億円となりました。 
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